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＜用語解説＞ 

 

農 家  経営耕地面積が 10a 以上または 1 年間の農産物販売金額が 15 万円

以上あった世帯。 

 

農家以外の 農家以外で農業を営む事業体であって、耕地面積が 10a以上あるも 

農業事業体 のまたは経営耕地がそれ未満であっても、調査期日前 1 年間の農

産物販売金額が 15 万円以上あるものをいう。 

 

農業法人  ｢法人形態」によって農業を営む法人の総称。「農事組合法人」と

｢会社法人」の 2つのタイプがある。また、農業法人は、農地の権

利取得の有無によって、「農業生産法人」と「一般農業法人」に大

別される。 

 

農業生産法人  ｢農業経営を営むために農地を取得できる法人」で、有限会社、農

事組合法人、合名会社、株式会社（株式の譲渡制限のあるものに

限る）の 5 形態がある。事業や構成員、役員についても一定の用

件がある。 

 

経営体  農業における経済生産の単位である個人、組織。2000 年農業セン

サスでは、「農家」、「農家以外の農業事業体」、「農業サービス事業

体」を指している。 

 

農業就業人口  ｢調査期日前 1年間に農業のみに従事した世帯員」＋「農業と兼業

の双方に従事したが、農業の従事日数の方が多い世帯員」 

 

農業従事者  満 15 歳以上の世帯員のうち、調査期日前 1 年間に自営農業に従事

した者。 

 

農業後継者  次の世代で親の農業経営を継承することが確認されている者をい

う。予定されているだけの場合は「あとつぎ」として区別する。 

 

耕作放棄地  以前耕地であったもので、過去 1 年間以上作物が栽培されず、か

つ、近接の数年間の間に再び耕作するはっきりした意志を持たれ

ない土地。 



 － 103 －

WTO 農業交渉  2003 年に開始され、2005 年の交渉期限までに一括して合意される

べきものとされているが、2003 年の閣僚会議では、先進国と途上

国の対立などのために農業分野を含め何ら合意が得られていない。 

 

ガット・ウルグアイ・ 1986 年に開始された多角的貿易交渉で、1994 年 4月には世界貿易 

ラウンド交渉 機関(WTO)の設立協定およびそれに付随する一連の農業合意が世界

124 カ国により調印された。アメリカ合衆国の影響力が強く、国

内農業保護向け支出と輸出補助金の削減、非関税障壁の撤廃など、

全面的貿易自由化を基調とする世界農産物貿易の新たな枠組みが

形成された。 

 

EU 共通農業政策  欧州経済共同体設立条約であるローマ条約により規定され、1968

年から本格的に実施されている。「共通市場制度」と「農村開発政

策」の 2 つの柱から構成され、EU域内における食糧自給率の向上、

農業生産性の向上、農家の所得増大、農産物市場の安定化などを

目的としてきた。近年の展開としては、将来の拡大 EUを念頭にお

いた政策合意「アジェンダ 2000」に基づいて、今までの価格支持

による生産刺激的な農業所得政策から、農家の経営改善に対して

農家に直接補助金が支払われる政策へと転換が進められつつある。 

 

EU リーダー事業  リーダー事業は農村地域の住民が主体となり実施する農村活性化

事業に対して EUが財政上の支援を行うものである。支援の対象者

は、農家だけではなく、非農家も含み、対象となる事業内容も、

農家民宿などを中心とするグリーン・ツーリズム、農業特産物の

生産、中小企業振興、農村在住の女性や若者への就業促進事業な

ど多岐にわたる。 

 

グリーン・ツーリズム 特に名所などのないありのままの農村地域にて滞在や散策を楽し

むレクリエーション活動。欧州農業では、主に休耕地や放棄地の

再利用を図るビジネス農村起業を中心とする農村地域振興の例と

して注目を集めている。 
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